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サステナブルファイナンスの促進に向けた
生命保険業界の取組み等

2021年3月2日

一般社団法人 生命保険協会



１．生命保険事業の資金特性

 生命保険会社の資産は、その大半が将来の保険金等の支払いを確実にするために保有しているという特性から、
安全性・収益性・流動性のほか、公共性も求められる。

長期の資産運用を行なう生命保険事業の資金特性は、長期的な視点で持続可能な社会
をグローバルに構築するという「サステナブルファイナンス」の考え方と親和性が高い

生命保険事業の資金特性

生保資金は多くのご契約者から拠出された資金の集積であり、生命保険会社の資産運用が広く

国民経済の各分野で行なわれるため、公共性の確保が必要

①安全性

②収益性

③流動性

④公共性

将来の保険金等の支払いを確実なものとするため、安全な資産運用が必要

お客さまへ多くの還元を行うため、長期間にわたり、安定した収益を確保することが必要

保険金等の支払いに備えるため、一定の流動性を確保することが必要
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生命保険契約（生命保険会社の負債に相当）は20年、30年という長期にわたるため、他の金融機関よりも
長期間にわたって、安定した運用収益を確保することが求められる



２．生保協会の取組み（スチュワードシップ活動・ESG投融資推進WG設置）

 株式市場の活性化と持続可能な社会の実現への貢献に向け、「スチュワードシップ活動WG」・「ESG投融資推進
WG」を設置し、今年度も両WGを通じて、提言レポート（※）の策定や協働エンゲージメントを実施。

 また、「気候変動への対応」や「働き方改革（デジタル化含む）」といったE（環境）・S（社会）をテーマとした両
WG共同の勉強会開催等を通じ、会員各社における活動の深化・高度化への取組みを実施。

 当協会では、企業と株主が建設的な対話を行い、双方の課題意識を共有することが、中長期的な株式価値向
上に向けた企業の取組みを促すものと考えており、提言レポートが、中長期的な株式価値向上を促し、ひいては
株式市場全体の活性化につながることを期待。

株式市場の活性化／持続可能な社会の実現

WG参加各社の取組み・態勢のレベルアップ

連携

株主還元の
充実

ESG情報
の開示充実

企業・投資家への
アンケートに基づく提言

気候変動の
情報開示充実

スチュワードシップ活動ＷＧ
（生保11社）

ESG投融資推進WG
（生保16社）

2017～ 1974～

3※1974年度から継続的に公表している「生命保険会社の資産運用を通じた『持続可能な社会の実現』と『株式市場の活性化』に向けた取組について」



２．生保協会の取組み（提言レポート）

 当協会は、株主・投資家の立場から、企業価値向上に向けた取組みについて、1974年度より46年間に亘り継
続的に調査を実施。

※画像イメージは昨年度の提言レポート

0% 20% 40% 60% 80%

その他

特段なし

対話担当者のスキル・知識の向上

投資家の対話や議決権行使方針への

理解度向上

対話関係のリソース・人材が不足

経営トップが対話に関与していない

対話内容が経営層に届いていない

対話の材料となる情報開示が不十分

企業

投資家

【投資家向け】（３つまで）
対話のきっかけや材料となるための開示充実に向けて企業に期待すること

提言⑥：対話の材料となるESGを含む非財務情報の情報開示推進

 対話に際し、投資家は企業が捉える以上に、「対話の材料となる情報開示」に期待している。

 投資家は「業績の分析・経営陣の見解」の他、「環境(E)・社会(S)等の非財務情報」や「取締役会の実効性評価(G)」
の開示充実を期待している。

⇒対話の材料となるESGを含む非財務情報の情報開示推進

0% 20% 40% 60% 80%

その他

特段なし

役員指名の方針

役員報酬の方針

決算に関する補足・詳細データ

CEO等の後継者の育成計画

社外取締役の選任理由や活動状況

環境（E）・社会（S）等の非財務情報

業績の分析・経営陣の見解

取締役会の実効性評価（G)企業
投資家

【企業／投資家向け】（３つまで）
対話に際し、自社の体制や取組の課題／企業に対して感じる課題

※選択肢は投資家の表記を参照
策定、

公表してい

る

48%

策定、

非公表

11%

策定して

いない

41%

 ESG投融資を実施している投資家も、ESG投融資方針の策定・公表を含めた態勢整備は道半ば。

 約半数の企業は、投資家の「短期的なテーマのみに基づく対話」が課題だと捉えている。一方、昨年に比べ、環境・社会
関連や社外取締役関係で、対話を踏まえたアクションを取った、改善策の参考としたと回答した割合は増加。

【企業向け】対話を踏まえてアクションを取った／改善策の参考とした点

提言⑫：ESG投融資の態勢整備と、運用戦略に応じた中長期視点での対話促進

【投資家向け】ESG投融資を実施しているか（１つのみ）

実施して

いる

66%

実施して

いない

34%

ESG投融資を実施している投資家への質問
（ESG投融資方針を策定・公表しているか）

23% 37% 40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専任担当組織を設置

専任担当組織は設置していないが、推進担当組織を選定

専任担当組織の設置、推進担当組織の選定も行っていない

【投資家向け】ESG投融資の推進担当組織を設置しているか
（１つのみ）

24%

18%

19%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

情報開示

経営戦略・事業戦略

株主還元

E（環境）・S（社会）関係

財務戦略

収益性

社外取締役関係

アクションを起こしていない

買収防衛策

その他

不祥事等の対応

2019

2018

【企業向け】対話における投資家の課題（３つ）

0% 20% 40% 60%

短期的な視点・テーマのみに基づく対話の実施

企業に対する分析や理解が浅い

特段なし

対話目的等の説明が不足

対話関係のリソースや人材が不足

その他

対話担当者の対話スキルが不足

⇒投資家は、態勢整備を進めると同時に、運用戦略に応じた中長期視点での対話が重要
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２．生保協会の取組み（協働エンゲージメント）
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 2017年度より、スチュワードシップ活動WG参加各社が協働して企業に対して課題意識を伝える「協働エンゲー
ジメント」を開始。2020年度は、 「気候変動の情報開示充実」 、「ESG情報の開示充実」、 「株主還元の充
実」の3テーマを継続し、上場企業171社（延べ178社）を対象に実施。

 特に、「気候変動の情報開示充実」のテーマでは、温室効果ガス排出量上位50社全社に対して、 ①気候変動
に伴う経営上のリスクと機会の定量・定性分析と開示、②温室効果ガス排出量の削減の方向性打ち出し、を新
たに要望し、脱炭素に向けた企業の一層の取組みと開示を後押し。

株式市場の活性化 持続可能な社会の実現

スチュワードシップ活動WG
(生保11社）

書簡送付・対話等を通じた趣旨説明

株主還元の充実
（継続）

対象：上場企業64社

財務内容が健全で、営業CFに対
する投資CFの比率が低く、長期に
亘り配当性向が30％未満の企業

ESG情報の開示充実（継続）

対象：上場企業64社

時価総額上位300社のうち、
財務情報と非財務情報の統合的
な開示等を行っていない企業

気候変動の情報開示充実
（送付対象を拡大）

対象：温室効果ガス排出量上位50社

①気候変動に伴う経営上のリスクと機会の
定量・定性分析と開示、②温室効果ガス
排出量の削減の方向性打ち出し、を促す

※2021年4月公表予定の提言レポート（ドラフト版）を掲載



 ESG投融資推進WG参加各社の理解促進、取組み・態勢の強化に向け、外部講師を招いた勉強会を継続。
 さらに、生命保険協会としてTCFD提言に賛同したことを踏まえ、気候変動への対応をESG投融資推進WGと
スチュワードシップ活動WGの共通テーマとして設定し、共同勉強会も開催。

２．生保協会の取組み（勉強会等の開催）

講師 講義名

水口教授
(高崎経済大学)

• ESG投融資の最近の動向

環境省
• ESG金融の最近の動向と環境省施策
• プラスチックの資源循環に関する環境省の
取組み

GPIF
• GPIFとESG ～2018年度 ESG活動報
告から～

経済産業省
• グリーン・ファイナンス関連の動き（TCFDサ
ミットを中心に）

ニッセイアセットマネ
ジメント

• ESG投資の多様性、ニッセイアセットのESG
投資

講師 講義名

グリーン・パシフィック
（計2回実施）

• 気候変動問題とTCFD対応
• TCFD提言に基づく対話における着眼点

＜スチュワードシップWGとの共同勉強会＞
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講師 講義名

AXA Investment 
Managers

• 責任投資・インパクト投資の先進的
事例

PRI 日本事務局 • PRIの活動

ドイチェ・アセット・マネ
ジメント

• ESG投資のトレンドと実務的課題

環境省 • ESG金融の推進について

講師 講義名

日立製作所 • 働き方改革ITのNew Normal

経済産業省 • TCFD開示に関する動向

2019年度 2020年度



２．生保協会の取組み（SDGs推進PT）

 生保協会では、SDGs推進PTを設置。TCFD提言への賛同を踏まえ、生命保険業界の気候変動対応の底上げ
を図るべく、会員各社の気候変動対応の担当者向けに気候変動対応の基礎がわかる「はじめての気候変動対応
ハンドブック」を作成・公表。

 TCFDコンソーシアムにおいて作成された『TCFDガイダンス2.0』のうち、業種ごとの開示ポイント・視点を解説する
『業種別ガイダンス』について生命保険業界として作成協力を実施。

ESG投融資推進WG
（生保16社）

業種別ガイダンス策定業界

• 非金融6業種

自動車、鉄鋼、化学、電機・電子、

エネルギー、食品

• 金融3業種

銀行、生命保険、損害保険

業種別ガイダンス（生保）詳細

業界の特徴
 気候変動は保険引受業と資産所有者の双方の

立場で関連する

開示推奨項目
の例

 ESG投融資等への取組方針

 気候変動に伴うリスク把握の取組み

 投融資基準、投融資先へのエンゲージメント

※下線はガイダンス2.0で追加
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３．課題認識および今後の検討において期待すること
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① 企業の情報開示のさらなる充実

② 開示の柔軟性にも考慮したサステナビリティ報告やサステナブ
ルファイナンスの標準化

③ 金融機関の気候変動にかかるリスクと機会の把握



３．課題認識および今後の検討において期待すること（開示情報の充実①）

9※2021年4月公表予定の提言レポート（ドラフト版）を掲載

1 コーポレートガバナンス 75% 1 コーポレートガバナンス 71%

2 気候変動 49% 2 気候変動 55%

3 健康と安全 45% 3 ダイバーシティ 39%

4 製品サービスの安全 43% 4 健康と安全 39%

5 リスクマネジメント 39% 5 製品サービスの安全 35%

20202019

1 コーポレートガバナンス 83% 1 気候変動 81%

2 気候変動 68% 2 コーポレートガバナンス 67%

3 情報開示 42% 3 ダイバーシティ 31%

4 不祥事 27% 3 人権と地域社会 31%

5 ダイバーシティ 27% 5 健康と安全 23%

2019 2020

 ESG取組みにおける主要テーマについては、企業・投資家ともに気候変動と回答した割合が増加。特に投資家において
は、昨年度から大きく増加し、81%が気候変動を重視すると回答している。

 TCFD提言に基づく気候変動関連情報の開示・活用も昨年度対比で進展し、今後も拡大していくことが予想される。

【投資家向け】企業評価や対話活動において、TCFDに基づく気候変動
関連情報の開示を活用することを検討しているか（１つのみ）

【企業向け】TCFDに基づく気候変動関連情報の開示を検討しているか
（１つのみ）

9%

24%

18%

9%

30%

24%

18%

27%

26%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2020

既に活用している 現在、活用に向けて検討中

今後、活用に向けて検討する予定 現在、活用する予定はない

TCFDについてよく知らない

8%

21%

21%

17%

31%

23%

15%

28%

25%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019

2020

既に開示している 現在、開示に向けて検討中

今後、開示に向けて検討する予定 現在、開示する予定はない

TCFDについてよく知らない

【企業】

【投資家】

【企業／投資家向け】ESG活動／ESG投融資における主要テーマ
（５つまで）うち上位5位

⇒企業の気候変動関連情報の開示充実、投資家の情報活用による、リスク把握や投資・ビジネス機会獲得
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68%

42%

51%

78%

0% 20% 40% 60% 80%

統合報告書

CSRレポート・サステナビリティレポート

IR説明会資料

ホームページ

コーポレート・ガバナンス報告書

有価証券報告書

決算短信

情報開示は必要ない

その他

投資家

企業

【企業／投資家向け】
ESGへの取組みに関する情報開示は十分と考えるか（１つのみ）

【企業／投資家向け】ESG取組みについて情報開示している媒体（複数）／企
業がESG取組みを開示する媒体として望ましいもの（３つまで）

 ESG取組みの情報開示について、企業の29%は開示が十分と認識している一方、十分と認識する投資家は
3%と少ないというギャップが継続している。

 開示については、ホームページで行われる場合が多いが、68%の投資家は「統合報告書」による開示を求めている。

３．課題認識および今後の検討において期待すること（開示情報の充実②）

⇒ホームページに加え、統合報告書等を通じたESG情報の開示充実により、投資家とのコミュニケーションを促進

3%

29%

69%

48%

26%

18%

2%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

投資家

企業

十分開示
している

一定程度
開示している

あまり開示
していない

開示して
いない

【2020】

【2019】

1%

26%

67%

49%

28%

17%

4%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

投資家

企業

十分開示
している

一定程度
開示している

あまり開示
していない

開示して
いない

投資家
企業

投資家
企業

※2021年4月公表予定の提言レポート（ドラフト版）を掲載



３．課題認識および今後の検討において期待すること
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① 企業の情報開示のさらなる充実

② 開示の柔軟性にも考慮したサステナビリティ報告やサステナブ
ルファイナンスの標準化

③ 金融機関の気候変動にかかるリスクと機会の把握



３．課題認識および今後の検討において期待すること（標準化）

12※ニッセイアセットマネジメント「多様化するESG情報開示基準等の果たす役割と課題」より抜粋

 機関投資家の立場として、投融資判断の比較可能性の観点から、 ESG情報の開示基準が一定程度標準化さ
れることが望ましい。



３．課題認識および今後の検討において期待すること
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① 企業の情報開示のさらなる充実

② 開示の柔軟性にも考慮したサステナビリティ報告やサステナブ
ルファイナンスの標準化

③ 金融機関の気候変動にかかるリスクと機会の把握



３．課題認識および今後の検討において期待すること（リスクと機会の把握）

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

提言

気候関連のリスクと機会にか
かるガバナンスを開示

気候関連のリスクと機会がも
たらす事業・戦略・財務計画
への現在および潜在的な影
響を開示

気候関連リスクについて、どの
ように識別・評価・管理してい
るかを開示

気候関連のリスクと機会を評
価・管理する際に用いる指標
と目標を開示

推奨される
開示項目

a.気候関連のリスクと機会に
ついての取締役会による監
視体制

b.気候関連のリスクと機会を
評価・管理するうえでの経
営の役割

a.識別した短期・中期・長期
の気候関連のリスクと機会

b.気候関連のリスクと機会が
ビジネス・戦略・財務計画
に及ぼす影響

c.2℃あるいはそれを下回る
将来のさまざまな気候関連
シナリオに基づく検討をふま
えた戦略のレジリエンス

a.気候関連リスクを識別・評
価するプロセス

b.気候関連リスクを管理する
プロセス

c.気候関連リスクを識別・評
価・管理するプロセスが、総
合的リスク管理にどのように
統合されているのか

a.戦略とリスク管理プロセスに
即して、気候関連のリスクと
機会を評価するために用い
る指標

b.Scope1、Scope2、当て
はまる場合はScope3の温
室効果ガス（GHG）排出
量と関連リスク

c.気候関連リスクと機会を管
理するために用いる目標、
および目標に対する実績

＜TCFD提言で推奨される情報開示＞
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 TCFD提言では、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の4分類について、有価証券報告書、統合
報告書等による開示を推奨。

 TCFD提言やTCFDガイダンス2.0の業種別ガイダンスに基づき、リスクと機会等について、会員各社が開示の充実
に向けた取組みを進めているなか、当協会としても高度化に向けた後押しを継続。



【参考】 提言レポートアンケート回答協力企業・投資家等

 2019年度は企業540社、投資家104社からの回答をもとに提言レポートを作成。
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ご清聴ありがとうございました。


